
 
  第 2 回国保運営協議会追加資料：国保年金課 

平成３１年度 国民健康保険 標準保険税率について 
 

【１】平成 31 年度 標準保険税率 

◆H30 年度国保税率、H31 年度標準保険税率の比較 

 
○A H30 年度 

国保税率 

○B H31 年度 

標準保険税率 

○B ‐○A  

現行との比較  

所得割 15.66％ 15.38％ △0.28 ㌽  

均等割 42,815 円 41,739 円 △1,076 円 

平等割 54,452 円 53,809 円 △643 円 

 

 【内訳】 

①  平成 30 年度 国保税率  

 医療分 後期分 介護分 合計 

所得割 10.62％ 2.74％ 2.30％ 15.66％ 

均等割 26,046 円 7,585 円 9,184 円 42,815 円 

平等割 39,507 円 9,793 円 5,152 円 54,452 円 

 

 

 

②  平成 31 年度 標準保険税率（H31.1 月）  

 医療分 後期分 介護分 合計 

所得割 10.36％ 2.93％ 2.09％ 15.38％ 

均等割 25,438 円 8,126 円 8,175 円 41,739 円 

平等割 38,440 円 10,452 円 4,917 円 53,809 円 

 

 

③  平成 30 年度国保税率と平成 31 年度標準保険税率との差（② -①）  

 医療分 後期分 介護分 合計 

所得割 △0.26 ㌽  0.19 ㌽  △0.21 ㌽  △0.28 ㌽  

均等割 △608 円 541 円 △1,009 円 △1,076 円 

平等割 △1,067 円 659 円 △235 円 △643 円 
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【２】標準保険税率の増減要因≪H30 年度➡H31 年度：③（②-①）≫ 

 医 療 分 後 期 分 介 護 分 

増 
 

 
 

 

減 
 

 
 

 

要 
 

 
 

 

因 

県
全
体
納
付
金 

県全体で、  

約２億 7,400 万円の増  

 

鳥栖市影響額 

＋2,100 万円 

県全体で、  

約１億 700 万円の増  

 

鳥栖市影響額 

＋800 万円 

県全体で、  

約１億 9,900 万円の減  

 

鳥栖市影響額 

▲1,200 万円 

納

付

金

配

分

率 

鳥栖市の納付金配分率 

7.61％➡7.77％ 

0.16 ポイントの増加 

 

鳥栖市影響額 

＋3,000 万円 

鳥栖市の納付金配分率 

7.45％➡7.57％ 

0.12 ポイントの増加 

 

鳥栖市影響額 

＋600 万円 

鳥栖市の納付金配分率 

6.20％➡6.36％ 

0.16 ポイントの増加 

 

鳥栖市影響額 

＋300 万円 

激
変
緩
和
影
響
分 

激変緩和対象外になっ

たことによる増加 

 

鳥栖市影響額 

＋1,000 万円 

激変緩和対象外になっ

たことによる増加 

 

鳥栖市影響額 

＋300 万円 

 

そ

の

他 

前期高齢者交付金精算

による影響 

 

鳥栖市影響額 

▲7,400 万円 

後期高齢者支援金精算

による影響 

 

鳥栖市影響額 

＋600 万円 

 

鳥 栖 市 

影 響 額 

合 計 
▲1,300 万円 ＋2,300 万円 ▲900 万円 

 

【３】今後のスケジュール  

 

平成３１年 内 容 

 １月 25 日 (金 ) 県による、平成 31 年度標準保険税率の公表  

 
１月 31 日 (木 ) 

 

鳥栖市国民健康保険事業の運営に関する協議会

開催  平成 31 年度国保税率の諮問  

 
２月７日 (木 ) 

 

鳥栖市国民健康保険事業の運営に関する協議会

開催  平成 31 年度国保税率の答申  

 ３月  ３月議会へ国保税率改定議案の上程  


